
諸外国の税制に関する調査

実施年度 調査内容 委託先 調査費用

４
①諸外国の投資ビークルに係る課税制度に関する調査

②諸外国におけるクロスボーダー取引に係る付加価値税のプラッ
トフォーマー課税の制度概要と実務に関する調査

①PwC税理士法人
②EY税理士法人

①１０百万
②１０百万

３
①諸外国における源泉徴収・年末調整の状況等に関する調査

②各国の法人税における中小法人税制の実態把握等に関する調
査

①ワールド・インテリジェンス・パートナー
ズ・ジャパン
②EY税理士法人

①８百万
②８百万

２
配当に対する二重課税調整及び株式の譲渡損益に対する課税に
関する調査

森・濱田松本法律事務所 １９百万円

【直近３年度の実績】

【⽬的】
経済のグローバル化への対応等が課題となる中で、諸外国が税制⾯でどのような制度を導⼊しており、またその
実態がどのようになっているかを調査し、我が国の制度と⽐較検討を⾏うことで、我が国の税制の特徴を把握し、
今後の税制の制度設計に資することを⽬的としている。

【⽬的】
経済のグローバル化への対応等が課題となる中で、諸外国が税制⾯でどのような制度を導⼊しており、またその
実態がどのようになっているかを調査し、我が国の制度と⽐較検討を⾏うことで、我が国の税制の特徴を把握し、
今後の税制の制度設計に資することを⽬的としている。

【事業概要】
直近3年度において、令和4年度は「諸外国の投資ビークルに係る課税制度に関する調査」、「諸外国におけるクロスボーダー
取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の制度概要と実務に関する調査」、令和3年度は「諸外国における源泉徴
収・年末調整の状況等に関する調査」、「各国の法⼈税における中⼩法⼈税制の実態把握等に関する調査」、令和2年度
は「配当に対する⼆重課税調整及び株式の譲渡損益に対する課税に関する調査」を税理⼠法⼈等に委託した。当該事業を
執⾏する者については、外国語に習熟しかつ税制に関する専⾨知識を有する者である必要があることから、⼀定の質を担保し
つつ調達⾦額を抑えるため、⼀般競争⼊札（総合評価⽅式）等により、組織や業務従事者の経験・能⼒等を総合的に勘
案し委託先を決定している。

【事業概要】
直近3年度において、令和4年度は「諸外国の投資ビークルに係る課税制度に関する調査」、「諸外国におけるクロスボーダー
取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の制度概要と実務に関する調査」、令和3年度は「諸外国における源泉徴
収・年末調整の状況等に関する調査」、「各国の法⼈税における中⼩法⼈税制の実態把握等に関する調査」、令和2年度
は「配当に対する⼆重課税調整及び株式の譲渡損益に対する課税に関する調査」を税理⼠法⼈等に委託した。当該事業を
執⾏する者については、外国語に習熟しかつ税制に関する専⾨知識を有する者である必要があることから、⼀定の質を担保し
つつ調達⾦額を抑えるため、⼀般競争⼊札（総合評価⽅式）等により、組織や業務従事者の経験・能⼒等を総合的に勘
案し委託先を決定している。



政策評価との関連について

政策⽬標2-1︓成⻑と分配の好循環の実現に向けた税制の着実な実施、
我が国の経済社会の構造変化及び喫緊の課題に応える
ための税制の検討並びに税制についての広報の充実

政策⽬標2-1︓成⻑と分配の好循環の実現に向けた税制の着実な実施、
我が国の経済社会の構造変化及び喫緊の課題に応える
ための税制の検討並びに税制についての広報の充実

【施策の進捗状況（⽬標）】
令和４年度税制改正を着実に実施していきます。また、我が国の経済社会の構造変化に対応
するとともに喫緊の課題に応えるため、令和５年度税制改正の内容を検討していきます。
＜測定指標︓定性的指標＞
２－１－１－Ｂ－１︓令和４年度税制改正の着実な実施と令和５年度税制改正の検討

【施策の進捗状況（⽬標）】
令和４年度税制改正を着実に実施していきます。また、我が国の経済社会の構造変化に対応
するとともに喫緊の課題に応えるため、令和５年度税制改正の内容を検討していきます。
＜測定指標︓定性的指標＞
２－１－１－Ｂ－１︓令和４年度税制改正の着実な実施と令和５年度税制改正の検討

令和４年度では２件の調査を⾏い、その内容を税制の企画⽴案及び企画⽴案に向けた検討へ活⽤することに
より、政策⽬標の達成に寄与。
令和４年度では２件の調査を⾏い、その内容を税制の企画⽴案及び企画⽴案に向けた検討へ活⽤することに
より、政策⽬標の達成に寄与。

令和４年度政策評価書（案）における、当該事業を含む政策⽬標は次のとおり。

当該事業を含む施策（２－１－１）については、「⽬標達成」との⾒込みとなっています。
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